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平 成 １ ８ 年 ６ 月 １ ４ 日

阪神高速道路株式会社

阪神高速道路株式会社の平成17年度決算のポイント

(対象期間；平成17年10月１日～平成18年3月31日)

・民間会社として初めての決算→暫定協定に基づく６ヶ月間の変則決算
・１８年度の民営化本格スタートに向け、社内マネジメント改革に着手
具体的には、「経営ビジョン」の確立、「中期経営計画」の策定、「全社改
革運動」「経営者塾」「経営計画・実績評価制度」等を導入
・当期の一日平均通行台数は、９０６千台（前年比０.６％増加、年間前年
比０.７％増加）
・ＥＴＣ普及率は、平成１７年１０月実績で４９．７％、平成１８年３月実績で
５７．１％に拡大、さらに平成１８年５月速報値では６０．０％に向上
・暫定協定、事業計画を収入及び支出（コスト）両面で達成し、黒字のスタ
ート（当期純利益 １１.７億円）
・仕掛道路資産は、７１７億円 うち建設中５路線に係るものは、当期の投
資１４５億円を含め６６５億円

財務状況について１

■ 総資産額は、１,７２５億円(期首比 ２８１億円の増）
【期首比増減の大きいもの】
（資産）
・現預金
・未収入金（通行料金等）
・仕掛道路資産
・固定資産
（負債）
・未払金
・前受金
・社 債
・長期借入金

７３億円
６８億円
１２２億円
９億円

２１億円
５２億円
６３億円
９５億円

■ 借入債務は、９４３億円（社債６３億円，借入金８７９億円）
・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」）へ引継
ぎ対象のものが８５１億円、その他が９１億円

収支状況について２

■ 料金収入は、９０３億円（その他の売上を含む。計画比 ３０億円の増）
・ＥＴＣ普及の遅れによる割引額の減等 ２３億円
・回数券ＥＴＣ付替え通行見合い分を売上計上したことによる増 ７億円（特
別損失と両建て）
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■ 当期の道路資産完成高は、１３９億円を計上。機構へ引き渡し

■ 道路資産賃借料の支払額は、６４９億円（計画通り。収入比７２％）

■ 管理費用は、２０８億円（計画比１５億円の減）

■ 営業利益は、道路事業で４６億円、関連事業で３７百万円を計上

■ 回数通行券のＥＴＣ付替分を債務認識し、特別損失を１４億円計上
・ＥＴＣ付替え通行済分 ７億円（収入と両建て）
・ＥＴＣ付替え未通行分 ７億円

■ 当期純利益は、法人税等１９億円を差し引き、１，１７９百万円を計上
・内訳として、高速道路事業で１，１７６百万円、関連事業で３百万円

経営活動について３

■ １８年度の民営化本格スタートに向けての取り組み
① 様々な社内マネジメント改革への取り組み
・企業理念・経営方針・行動規範等の「経営ビジョン」の確立
・今後５年間の当社の進むべき方向としての「中期経営計画」の策定
・意識改革のための「全社改革運動」「経営者塾」の導入
・挑戦目標を定めＰＤＣＡサイクルを実践する「経営計画・実績評価制度」の
導入
② 経営理念である「先進の道路サービスへ」を具現化するための取り組み
・新渋滞対策アクションプログラムの策定
・阪神高速お客さまセンターの開設（お問い合わせを含め1日平均２７０件の
ご利用）
・「マイレージサービス」「阪神高速多頻度割引」「平日時間帯割引」「土曜、
休日割引」の各種ＥＴＣ施策等の実施

■ 関連事業の取り組み
・休憩所事業及び駐車場事業は、阪神高速サービス㈱を子会社化し本格的
に実施。当期売上高は３億円
・その他不動産賃貸業、一般土木建築コンサルティング事業に着手

■ 今後の対処すべき課題
当社の使命は、
① 債務の確実な返済
② 必要な道路を少ない国民負担で建設
③ 弾力的な料金設定や多様なサービスの提供すること
その実現に向けて、
① 効率的な経営による強固な財務体質の確立
② 必要な道路ネットワークの整備→建設中５路線を工期内に確実に完成
③ 道路の管理運営→対距離料金制導入、安全・安心・快適性維持
④ お客さまサービスの向上→渋滞対策の強化
⑤ 関連事業の事業拡大と収益力の向上
に全社をあげて取り組む
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利益の処分について４

■ 利益金１，１７９百万円は、高速道路事業に係る利益と関連事業に係る利
益を明確にするため、以下のとおり積立金として計上。
・高速道路事業別途積立金１，１７６百万円
・関連事業別途積立金３百万円

キャッシュ・フローについて５

■ キャッシュ・フローは、営業活動によるもの▲４４億円、投資活動によるもの▲
４０億円、財務活動によるもの１５８億円となり、キャッシュの増加額は合計で７
３億円


